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東日本大震災前後における東北地方の荷主追跡による行動分析 

―北米航路を対象として― 

Analysis of Shipper’s Behavior in Tohoku Region before and after the Great East Japan Earthquake 

-A Case of North America Route- 

 

指導教授 川 﨑 智 也  轟  朝 幸  ０００８ 安 倍 智 紀 

１．はじめに 

2011年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震（以

下，東日本大震災）において，東日本の太平洋側地域

の港湾設備が大きく損傷し，国際物流機能の回復に長

い期間を必要とした。その結果，被災した港湾では貨

物輸送需要に対応できず「需給ギャップ」による海上

物流の停滞が発生し，企業のサプライチェーンネット

ワークに大きな影響を与えた１）。太平洋側の被災港の港

湾機能が停止または停滞していた間，秋田港などの日

本海側の港湾がバックアップ機能を果たしたことが明

らかとなっている２）。このことから，南海トラフ巨大地

震など，今後想定される大規模災害時にも途絶しない

国際物流を維持するために，東日本大震災における代

替港湾，輸送経路，利用船社などの確保状況を特定し，

今後の教訓を得ることが重要である。 

本研究では，東日本大震災以前（2010 年１月から 2011

年２月）に被災港湾を仕出港としていた荷主（以降，

対象荷主と呼称）を特定し，東日本大震災以後の 2011

年３月から 2013 年 10 月の対象荷主を追跡することに

より代替港湾の利用状況や現在の港湾利用状況を把握

することを目的とする。 

２．既存研究の整理 

赤倉ら１）は，東日本大震災後の需給ギャップに対す

る代替港湾の利用状況把握と港湾選択モデルによる推

計を行っている。また邊見ら３）は，東日本大震災後の

コンテナ輸送需要と実際のコンテナ取扱量の比較に関

する研究を行っている。しかし赤倉らの研究では，東

日本大震災直後の分析は行われているが，2011 年７月

以降は行われていない。また，赤倉ら・邊見らの研究

では輸送需要量などに注目して分析を行っているが，

船社や海運アライアンスについては行われていない。 

そのため本研究では，2011 年７月以降について船社

や海運アライアンスについても分析を行う。 

３．分析対象と使用データ 

本研究では，Zepol”TradeIQ”（以下，Zepol データと

呼称）を使用する。分析対象は，2010 年１月から 2011

年２月に青森港・八戸港・三沢港・石巻港・釜石港・

大船渡港・小名浜港・松島港・尾崎港・仙台港・塩釜

港を利用した荷主としている。また，対象港湾は対象

荷主が 2011 年３月から 2013 年 10 月間の表－１に示す

港湾である。対象となった荷主の発災前後の荷動きの

有無を表－２に示す。 

表－１ 対象荷主の港湾名 

 

 

 

 

 

 

 

表－２ 東日本大震災以降の荷主数の荷動き 

 

 

 

 

４．分析手法 

 まず，対象荷主が東日本大震災後にどの港湾を使用

したのか，船会社に変更があったのかなどを単純集計

にて把握する。さらに対象荷主が東日本大震災後に，

港湾や船社を変更していた場合，東日本大震災前に利

用していた港湾や船会社へ戻る動きがあるか，戻って

いない場合は，現在仕出港をどこにしているか，対象

港湾の復旧と貨物の動きの関連性についてほかの既存

研究などを基に分析を進める。 

５．分析結果 

 対象荷主が対象港湾を仕出港として利用した割合を

図－１に示す。また，表－３に東日本大震災以降の荷

主の動きのまとめを示す。さらに，表－４に仙台港に

おける荷主別の仕出港・被災港湾の利用可能岸壁数お

よび船舶入港数の推移を時系列順にまとめた。 

都道府県

青森県 青森 八戸 三沢

秋田県 秋田

岩手県 石巻 釜石 大船渡

新潟県 直江津 新潟

福島県 小名浜

宮城県 松島 尾崎 仙台 塩釜

山形県 酒田

対象港湾

港湾名

発災以前に特定した荷主 83 -
対象荷主　震災以降　荷動きなし 31 37.35
対象荷主　震災以降　荷動きあり 52 62.65

事柄
荷主数
（社）

割合
（％）
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割
合
（
％
）

八戸 三沢 秋田 釜石 大船渡 新潟 小名浜 仙台 塩釜 酒田

3月 5月 9月 10月 11月 12月 1月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
(1)
(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
(9)
(10)
(11)
(12)
(13)
(14)
(15)
(16)
(17)
(18)
(19)
(20)
(21)
(22)
(23)
(24)
(25)
(26)
(27)
使用
岸壁数

299 71 - - 198 - 240 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

船舶
入港数

1033 29 3 29 30 40 37 43 63 66 68 64 75 76 74 74 78 61 67 63 72 76 65 73 77 54

注） -

仙台 秋田 新潟 酒田
凡例

91 134 - 171 257 - -

：データなし

71 6441291 7 15

震災
前

2011年 2012年 2013年
4月 6月 7月 8月 2月 12月 10月

荷主
番号

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 仕出港別の割合 

表－３ 東日本大震災以降の荷主の動きまとめ 

 

 

 

 

 

 

図－１より，東日本大震災前には仙台港が仕出港と

して約 90%の割合で使われていたが，対象荷主のうち

５社は東日本大震災直後，新潟港・秋田港などの日本

海側の港湾を利用していたことがわかった。 

表－３項目①より，東日本大震災以降に仕出港・経

由港を変えた荷主は，東日本大震災以降荷動きした荷

主の半数であった。また，項目③より東日本大震災以

前から荷動きがなかった荷主も対象として見ると仕出

港・経由港を変えた荷主は，約 30%ほどであった。 

表－４より，東日本大震災が発生し，港湾が復旧す

るとともに荷主が以前利用していた港湾へ戻るのに，

早くて２ヶ月，長くて１年程度かかっている。また荷

主によって港湾へ戻る時期が異なることがわかった。

さらに，船舶入港数を見ると入港数が増加するにつれ

て，徐々に荷主が戻ってきていることがわかった。こ

れらは，仙台港が東日本大震災後１ヶ月で暫定供用を

始めているためではないかと考えられる。 

６．おわりに 

本研究では，Zepol データを用いて 2010 年１月から

2011 年２月に対象港湾を利用した荷主を特定し，東日

本大震災以降から 2013 年 10 月まで荷主追跡を行った。 

東日本大震災以前に対象港湾を利用していた荷主は，

東日本大震災後も利用している荷主と利用していない

荷主がいたことが明らかとなった。 

東日本大震災以降に対象港湾を利用している荷主は，

仕出港・経由港・船社のいずれかを東日本大震災以降

変更している荷主が多い。東日本大震災以前に仙台港

を利用していた荷主が東日本大震災後仙台港へ戻るの

に，早くて２ヶ月，長くて１年程度かかっている。 

しかし，荷主を特定して分析を行っているので，荷

主の工場と港湾の間の道路状況の復旧なども踏まえて

再度分析を行う必要がある。 
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表－４ 荷主別の仕出港・被災港湾の利用可能岸壁数および船舶入港数の推移（仙台港） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目
震災以降
の荷動き

事　　　　柄
荷主数
（社）

割合
（％）

① 震災以降　仕出港・経由港を変えた荷主 26 50.00
② 震災以降　仕出港・経由港を変えなかった荷主 26 50.00
③ 震災以降　仕出港・経由港を変えた荷主 26 31.33
④ 震災以降　仕出港・経由港を変えなかった荷主 57 68.67
⑤ 震災以降　船社を変えた荷主 35 67.31
⑥ 震災以降　船社を変えなかった荷主 17 32.69
⑦ 震災以降　船社を変えた荷主 35 42.17
⑧ 震災以降　船社を変えなかった荷主 48 57.83
⑨ 震災以降　仕出し港・経由港・船社を変えた荷主 27 51.92
⑩ 震災以降　仕出し港・経由港・船社を変えなかった荷主 25 48.08
⑪ 震災以降　仕出し港・経由港・船社を変えた荷主 27 32.53
⑫ 震災以降　仕出し港・経由港・船社を変えなかった荷主 56 67.47
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あり
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